
消防本部における女性職員の更なる活躍に向けた検討会報告書
～女性職員の活躍推進による消防・防災力の向上を目指して～

 女性の活躍推進は、国の成長戦略の重要な柱
 一方、消防本部における女性吏員の割合は、約２．４％（H27.4）で、警察、自衛隊、海上保安庁と比較しても最も低水準
 消防組織における女性吏員の活躍推進のため、必要な取組の強化に速やかに着手すべき。

１ はじめに１ はじめに

女性が半分を占める地域社会とともに、消防（公助）においても、より多くの女
性が参画、活躍することで、消防・防災体制の向上に寄与

➢ 住民サービスの向上
女性を含めた多様な経験を有する職員が住民サービスを提供することで、子ども

や高齢者、災害時の要支援者など、多様な住民への対応力が向上

➢ 消防組織の強化
女性消防吏員を増加させ、女性の活躍を推進することによって、
・多様な視点でものごとを捉える組織風土
・育児・介護などそれぞれ異なる事情を組織や同僚が理解し支援する組織風土

が醸成され、多様なニーズに対応できる柔軟性が消防組織に備わる。

２ 女性消防吏員を増加させることの意義２ 女性消防吏員を増加させることの意義

➢ 部隊の活動レベル確保に留意しつつ、
女性の就労に関する法令の規制（重量物の取扱い及び有毒ガスに関する制限）に

かからない限り、性別による警防活動の従事制限の是正を含め、消防において
も意欲と能力に応じた人事配置を。

➢ それぞれの規模の本部の状況に応じて、女性消防吏員を計画的に増加させ
る取組を積極的に実施

➢ 女性活躍推進に向け、消防長等消防本部の幹部の意識改革が不可欠

➢ ライフステージに応じた人事上の様々な配慮が必要

３ 女性活躍推進の考え方３ 女性活躍推進の考え方

女性消防吏員向けアンケート、消
防本部向け調査等の結果から、現
状と課題を分析

➢ 女性消防吏員がいない本部が、
２８８本部（約４割）

➢ 全消防吏員に占める女性の割合、
管理職に占める女性消防吏員の
割合に関して独自に数値目標を設
定している本部はほとんどない。

➢ 女性採用を増加させる独自の取
組を行っている消防本部は少数。
また、女性が増えない要因は、女
性が働く職場であるというイメージ
が希薄。

➢ 仕事と家庭の両立支援策の充実
や、周囲の職員の理解を求める回
答多数

➢ 庁舎における女性用施設の整備
が不十分で、施設に不満を感じる
女性消防吏員の割合は４割超

４ 現状と課題４ 現状と課題

参考１概要



○キャリアパスイメージやロールモデルの提示
消防庁において、女性消防吏員のキャリアパスイメ

ージやロールモデルを紹介することにより、全国の女
性消防吏員のキャリア形成、職域拡大を促進

○女性消防吏員が消防職務を継続していくための支援
策の提示
各消防本部は、女性消防吏員が仕事をしていく上で

適切な援助や助言を得ることができるメンター制度の
導入や相談窓口を設置

○「ポジティブ・アクション」としての研修機会の拡大
各消防本部や消防学校において、女性消防吏員が

更にキャリア拡大できるよう研修を積極的に実施
消防大学校は、研修を受けやすくなる工夫を行い、

女性消防吏員の研修機会を拡大

○消防本部のトップや幹部の意識改革
消防長の意識改革を進めるために、消防庁として、

研修の機会を確保。消防大学校が行う幹部教育や新
任消防長の教育等においても、女性の活躍推進を反
映した教育内容を充実

○施設・装備の改善
女性専用のトイレ、浴室、仮眠室などの整備により、

女性が配置される施設の増加を強力に推進

○女性の活躍情報の「見える化」を推進等
各消防本部と消防庁は、女性活躍推進に向けた取

組状況や先進的な取組事例について、ホームページ
に掲載するなど共有化、「見える化」を推進

○数値目標の設定による計画的な女性消防吏員の増員
全国の消防吏員に占める女性消防吏員比率を

平成３８年度当初までに５％に引き上げる。
そのためには、
各消防本部において１０年で女性吏員比率を倍増
＋ 中核的な消防本部など一定規模以上の本部では
少なくとも５％水準まで増加

＋ 女性消防吏員がゼロの本部を早期に解消し、可能
な限り速やかに複数の女性消防吏員を確保

を目安として、消防本部が数値目標を設定
※ 平成２９年度の採用段階から少なくともこれまでの２倍～２．５倍程
度以上の女性吏員採用を確保・継続

○女性の採用拡大を促進
現状の低い受験者数を増加させるには、まずは、消防

吏員を目指す女性の大幅な増加が必要。そのためには、
これから社会人になる年齢層の女性に対し、消防の仕事
の魅力についてより積極的にＰＲ。女性をターゲットにし
た就職ガイダンス等を複数本部が共同実施

○女性消防吏員の増加を踏まえた円滑な人事管理等の検討
各消防本部は、市町村長等の理解を得ながら、消防業

務の特殊性を前提とした人事管理（代替職員の確保等）
を行えるよう環境整備

○職域拡大の推進
各消防本部は、固定的な見方にとらわれず、女性消防

吏員の職域拡大を推進

○仕事と家庭の両立支援策の検討
各消防本部は、大規模災害時等における子どもの預け

先確保や緊急参集の免除等を含めた柔軟な対応を実施

５ 具体的な取り組み５ 具体的な取り組み


